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２．対象・目的・内容
移住希望者に対する居住情報（空き家情報）の提供や支援策を講じるとともに、それらについてホームページ等で
積極的に情報を発信し、Ｕ

年

ターン・Ｉターンによる人口の増加を図る。

事 業 概 要

移住希望者
事業の対象

（誰・何を）

移住者の増加
事業の目的

（どういう状態

にするために)

・移住コーディネーターの設置
事業の内容 ・空き家バンクの運営（空き家情報

度

の調査・提供）
（どういう内容 ・東京や大阪でのＰＲイベントへの出展
を行うのか) ・空き家改修補助やお試し滞在費用補助などの支援策の提供

・移住・定住全般に係る情報発信

平成２９年度　当初予算事業の概要説明書
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平成 算

議所、各種業界、ハローワークなどと連携した幅広い受入先の確保や、田畑など農地付きの空き家

説 明 提供、兵教大生等へのシェアハウスの提供等を検討し、今後も継続して本市の活力維持に努められたい。

価

事業の概要説明

５．事業の実績・目

書

標
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31
① 経 費 （ 千 円 ） 1

2
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単位当たりの

頁

コスト 48.39

指 標 名 移住相談件数 単　位

９

件

説 明 や 数 式 市役所窓口、移住相談会等での移住者の相談件数
活 動

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 100 100

実 績 値 112
② 経 費 （ 千 円 ） 1,121

単位当たりのコスト 10.0

年

1

指 標 名 空き家バンク成約数 単　位 件

説 明 や 数 式 空き家バンク制度及び空き屋利活用支援制度を活用して、不動産売買・賃貸契約が成立した件数
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値

度

2 2
実 績 値 0

① 経 費 （ 千 円 ） 500
単位当たりのコスト

指 標 名 移住者数 単　位 人

説 明 や 数 式 西脇市の直接的な支援により移住に至った者の人数
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 5

　

3
実 績 値 14

② 経 費 （ 千 円 ） 1,000
単位当たりのコスト 71.43

活動指標①…空き家登録申請者数18＋利用者登録数13
実績・成果

等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性

当

3

１ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施

次 総合評価

初

評
説 明

本市の活力を維持するためには、移住・定住の促進は不可欠である。本事業は、移住相談イベント等において移住
相談を受け付けるとともに、空き家のマッチングを媒介して移住・定住に直接的につなげるものであり、継続的な
取組が必要である。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接

予

のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施

次 総合評価
移住希望者の最大の関心事は就職口であるが、希望の多いファッション関連は、受入先がなくなりつつある。商工

評 観光課や商工会


